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Ⅰ　はじめに
2005 年 6 月に食育基本法 1）が制定され、その
施行に伴い学校給食においてもさまざまな食育
が推進されてきた。食育基本法制定の背景には近
年の国民の食生活をめぐる環境の大きな変化があ
る。
特に成長期における朝食欠食や孤食・個食の増
加などの食習慣の乱れ、女性の社会進出にともな
う食の外部化、ライフスタイルの多様化などによ
る生活時間の不規則化など、保護者が子どもの食
を含めた生活全般の把握とその管理をおこなうこ
とが困難な時代になっている。また、これまで家
庭において親から子へと継承されてきた食材に関
する知識や調理技術、地域の食文化、あるいは食
に関するマナーなどを伝承することが難しくなっ
て来ていることがいわれるようになって久しい。
学童期は発育・発達だけでなく、生涯にわたる
望ましい生活習慣、とりわけ「生きる力」を身に
つける大切な時期でもあり、知育・体育・徳育の
勉学とともにその基礎をなす食育の重要性が謳わ
れ、内閣府では 2006 年の「食育推進基本計画」2）
の成果と諸課題を踏まえて 2011 年から 5 年間の
食育推進の施策「第 2 次食育推進基本計画」3）を
発表した。計画の中の第２食育推進の目標に関す
る事項の（4）学校給食における地場産物を使用
する割合の増加を 30％以上へと、2015 年度まで
にその達成を目指している。
地場産物の利用はいわば地域内での食料自給と
いえるものである。（財）外食産業総合調査研究
センターによる推計資料 4）2008 年 5 月によれば、
学校給食は外食産業の市場規模からいえば 1.9％
とその規模はわずかだが、集団給食といわれるこ
の市場は学校教育が続く限り特定多数の人に継続
的にサービスされることがその特徴であり、年間
を通して一定量の消費の予測が可能である学校給
食での利用に、国家の問題でもある食料自給との
大きな関わりがみられる。
Ⅱ　研究方法
１．調査時期、調査内容対象及び調査方法
（1）2011 年 1 月～ 6 月に石川県Ｋ市の 2009 年
度学校給食献立内容を対象に食料自給率を検
討した。
（2）食料自給率の算出には農林水産省がＨＰで
提供している「料理自給率計算ソフト」を利
用した。
（3）農林水産省などの公的データから食料自給
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わが国の学校給食の歴史は約 122 年の長きに亘る。明治 22 年、発祥当時の役割は貧困児童の救済で
あったといわれているが、その後の歴史の中で役割は時代とともに大きな変化をみせてきた。近年は
児童の発育・発達とともに将来の健康に資するための「生きる力」の育成のために学校給食の役割に
期待が寄せられている。知育・体育・徳育の基礎となる食育がすすめられ、その根底には食料自給問
題との関わりも重要と考えられる。
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率と地産地消を検討した。
２．調査内容
（1）食料自給率の変化
食料自給率の算出方法は複数あるが、一般
によく使用される、食料に含まれる熱量（カ
ロリー）を用いて算出する「カロリーベース
自給率」を用いて、その変化を探った。
（2）学校給食の食料自給率
計算ソフトを利用し、可能な限り産地の別
に算出し、国内の平均的な自給率と比較した。
（3）地場産物を使用する割合
Ｋ市、Ｈ市のデータから、その利用状況を
検討した。
Ⅲ．結果と考察
１．食料自給率の変化
算出方法が複数ある食料自給率であるが、一般
的なカロリーベース自給率でわが国の様子をみ
た。（図１）カロリーベース自給率は国民 1 人 1
日当たりに供給された国産食料の熱量を国民 1人
1 日当たりに供給された総食料の熱量で除して算
出できるが、1965 年度の 73％から大幅に低下し、
2009 年度は 40％である。つまり 60％を輸入に依
存している現状である。
その急速な低下の原因を考えると、一つには食
生活の「洋風化」がある。カロリーベース自給率
73％の時代と現在のカロリーベース自給率 40％
の時代で国民の食物消費の内容が大きく変化して
いる。（図２）米類・野菜類が減少し、畜産物、
図 1　食料自給率の推移（カロリーベース）
図 2　国民１人 1 年当たりの品目別消費量の推移
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油脂類、果物類の増加が目立っている。二つには
農産物の生産体制の違いが考えられる。諸外国の
生産体制は、規模が大きく粗放的である場合が多
いが、わが国の場合は規模の小さな家庭経営で集
約的な生産を行ってきたという違いがある。これ
は生産コストの差となり、価格が安価な輸入品に
対抗することが困難な状況の結果ともいえる。
この食料自給率を高めるためにどのようなこと
が考えられるか。前述した食物消費の状況を改
善していくことが考えられるが、習慣づけられた
嗜好を変えることはなかなか難しいのが現状であ
る。国民の食料消費が国産志向を高めることで国
産農産物の消費増加となれば国内農産物生産が活
発になると考えられるが、国民の消費動向は食の
安全・安心の観点から国産品を望みながら一方で
低価挌な輸入品農産物の利用が多い外食に頼る傾
向もみられる。しかし、ここに外食チェーン店等
食品産業の農産物利用の在り方の国内産利用の拡
大化という道が考えられよう。また国民はこの食
料自給の現状を認識して食や農業に対する意識を
向上させる、つまり「食育」でその消費の在り方
を見直して自給率向上へつなげていくことが求め
られている。
２. 学校給食の食料自給率
２- １．Ｋ市学校給食の現状
Ｋ市学校給食の献立内容から食料自給率の検討
を行った。2009 年度の献立内容の一部を表１に
示した。
Ｋ市の献立は統一献立で実施されているが、こ
の給食の一つの特徴はいわゆる主食がそれぞれ通
常より減量することで組み合わせて用いられてい
ることである。例えばわかめご飯といなりうどん、
胚芽バンズパンとスパゲッティという組み合わせ
がある。当地方の食文化に主食、主菜、副菜、汁
物の献立パターンの汁物に、うどん汁と呼ばれる
うどんが具の清汁や、茄子と素麺を具として使う
清汁や味噌汁があり、それをご飯のおかずの汁物
として摂る。これらが学校給食にも影響を与えて
いると考えられる。さらにこの献立にみる果物の
内容はほとんどがキウイフルーツで作成されてい
た。キウイフルーツは近郊の町で生産もされてい
るが、その量は少量である。しかし、輸入品の価
格が年間を通して比較的安定していること、ビタ
ミンＣの含有量が他の果物に比して多いことなど
から利用しやすい果物であると考えられた。
表２に年間の給食回数と主食形態別回数とその
割合を示した。平均するとご飯が 59.2％、パン
が 40.8％の割合である。ご飯はそのうち白飯が
62.3％を占め、残りは混ぜご飯等である。
表３にはＫ市学校給食と 1997 年国民健康・栄
養調査報告 5）の同年齢の食品群別摂取量を示し
た。年度が異なるのでおおよその傾向だが、1 食
平均の数値を見ると学校給食では穀類の小麦・加
工品、種実類、野菜類のその他の野菜、乳類の利
用が多く、逆に野菜類の緑黄色野菜、果実類、き
のこ類、肉類、卵類などが少ない。また調味香辛
料類の使用も少ないが、薄味でおいしい給食を整
える工夫がなされていると考えられる。
学校給食の食品構成については、平成 21 年 4
月 1 日付けの通知「学校給食実施基準の施行につ
いて」6）で「食品構成については、学校給食摂取
基準を踏まえつつ、多様な食品を適切に組み合わ
せて、食に関する指導や食事内容の充実を図るこ
と。また、各地域の実情や家庭における食生活の
実態把握の上、日本型食生活の実践、我が国の伝
統的な食文化の継承について十分配慮すること。」
と述べられている。この中で筆者が下線を加筆し
た部分は、自給率向上のために地場産物の導入を
積極的に導入する根拠ともいえる部分と考えられ
る。
２- ２．学校給食の食料自給率
この献立をもとに農林水産省がＨＰで提供して
いる料理自給率計算ソフトを利用して学校給食献
立の自給率を算出した。
表 4 には学校給食実施月と学期の平均自給率
を、図 3、4 にはそれぞれグラフ化したものを示
した。
筆者が当地利用の産地を選択、使用した自給率
（以下、計算に使用した自給率と記す）の計算結
果は年間平均で 60.8％、国内平均で手に入る平均
的食材を用いた自給率（以下、国内平均自給率と
記す）の年間平均は 46.7％と約 14 ポイントの差
がみられた。北陸農政局が試算したＫ市がある石
川県の平成 20 年度の食料自給率は 49％であるの
で、学校給食の食料自給率への貢献は大きいと考
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計算に使用する
自給率　（％）
国内平均
自給率　（％）
100g 当りカロリー
（kcal）
国産カロリー
（kcal）
月平均
４月 63.0 43.7 211.6 17.1 
５月 61.0 46.5 199.7 18.3 
６月 60.9 47.8 198.5 17.1 
７月 57.9 44.6 208.9 18.2 
９月 57.5 45.7 201.0 16.2 
10月 59.4 45.7 202.8 17.1 
11月 61.7 48.5 186.9 16.6 
12月 60.8 48.1 180.6 18.8 
１月 60.9 47.6 201.2 15.9 
２月 60.6 46.3 201.7 16.9 
３月 64.6 49.4 189.7 16.8 
年間平均 年間 60.8 46.7 198.4 17.2 
学期平均
１学期 60.7 45.7 204.7 17.7 
２学期 59.9 47.0 192.8 17.2 
３学期 62.0 47.8 197.6 16.5 
表 4　月別・学期別平均自給率等
４月 ５月 ６月 ７月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 平均回数 割合 （%）
給食回数 15 18 22 13 19 21 19 18 16 19 17 17.9 
ご飯が主食 9 10 13 8 12 13 11 10 9 11 11 10.6 59.2 
ご飯は白飯 4 8 9 6 8 9 7 7 5 6 4 6.6 62.3 
パンが主食 6 8 9 5 7 8 8 8 7 8 6 7.3 40.8 
表 2　主食別給食回数と割合
表 3　食品群別摂取量
学校給食 国民健康・栄養調査
月平均 1食平均 1食平均
穀類 〈米 ・加工品〉 791.7 74.7 89.2
穀類 〈小麦・加工品〉 501.9 68.8 32.1
いも類 337.1 18.8 18.8
砂糖 ・甘味料類 20.9 1.2 1.9
豆類 178.9 10.0 12.5
種実類 90.8 5.1 0.5
野菜類 〈緑黄色野菜〉 269.6 15.1 22.2
野菜類 〈その他の野菜〉 1108 61.9 46.1
果実類 284.7 15.9 31.1
きのこ類 47.3 2.6 4.2
藻類 16.1 0.9 2.7
藻類 16.1 0.9 2.7
魚介類 271.6 15.2 15.3
肉類 313.9 17.5 30.5
卵類 78.8 4.4 11.4
乳類 3454.4 193.0 102.6
油脂類 51.3 2.9 3.3
菓子類 83.6 4.7 14.2
嗜好飲料類 35.6 2.0 88.2
調味料・香辛料類 171.7 9.6 21.3
調理加工食品 97.3 5.4 ━
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えられる。この結果を見ると新学期の 4月、卒業
期の 3月の自給率は年平均より数ポイントである
が高く、お祝いという行事食に地場産物の利用と
いう献立内容の工夫が伺えるようである。
つぎに主食の形態別にその自給率を調べた。表
5 には飯が主食の場合、表 6 には白飯が主食の場
合、表 7 にはパンが主食の場合を示した。また、
図 5、6、7にはグラフ化して示した。主食がご飯
の場合の自給率の年間平均は 68.2％、その中でも
白飯が主食の場合の年間平均は 68.6％で差は僅か
0.4 ポイントであったが、パンが主食の場合の年
間平均は 49.8％とその差はそれぞれ 18.4 ポイン
ト、18.8 ポイントであった。本来、日本が「洋風
料理」と呼称して伝えてきた料理は、国民の食物
摂取量が大きく伸びてきた油脂類や畜産物の利用
をも、主食をご飯として組み合わせてきたもので
ある。これを考えると学校給食の主食形態の違い
は食文化継承の観点、また食料自給の観点からも
大きな意味を持つと言える。
先行研究に中村修らの「学校給食の地場産自給
率に関する研究」7）がある。この中で調査に参加
した栄養士からの「パンの日は、献立が洋風化し
自給率が下がる」という指摘をうけ、ご飯献立と
パン献立による自給率の比較を試みている。地場
産物利用の自給率が高かったＡ・Ｄ・Ｋ３つの町
の施設の献立を検討しているが、豆腐・わかめ・
図 3　月平均の自給率
図 4　学期平均の自給率
239
食料自給率と学校給食
表 5　飯が主食の場合の自給率の平均等
計算に使用する
自給率　（%）
国内平均
自給率　（%）
100g 当りカロリー
（kcal）
国産カロリー
（kcal）
月平均
４月 73.3 50.7 196.0 24.4 
５月 66.5 49.6 195.0 24.3 
６月 65.9 51.8 192.7 22.8 
７月 65.7 49.0 202.3 24.5 
９月 64.0 48.5 201.0 21.0 
１０月 65.6 50.4 194.2 22.1 
１１月 68.8 53.2 169.7 22.5 
１２月 70.6 54.1 157.0 26.6 
１月 70.6 54.1 157.0 26.6 
２月 68.8 50.8 196.2 22.8 
３月 71.1 54.1 183.2 21.4 
学期平均
１学期 67.8 50.3 196.5 24.0 
２学期 67.2 51.5 180.5 23.1 
３学期 70.1 53.0 178.8 23.6 
年間平均 年間 68.2 51.5 185.9 23.6 
表 6　白飯が主食の場合の自給率の平均等
　 　
計算に使用する
自給率　（%）
国内平均
自給率　（%）
100g 当りカロリー
（kcal）
国産カロリー
（kcal）
月平均
４月 72.2 48.7 215.4 26.0 
５月 64.4 48.7 201.6 23.7 
６月 64.2 49.7 196.1 22.9 
７月 67.4 51.1 200.4 26.1 
９月 65.1 49.3 192.3 21.9 
１０月 67.6 53.4 188.5 23.4 
１１月 69.8 53.2 171.0 24.3 
１２月 71.4 53.0 159.1 22.4 
１月 71.4 53.0 159.1 22.4 
２月 68.8 49.0 194.0 23.6 
３月 72.7 53.7 175.7 23.9 
学期平均
１学期 67.1 49.6 203.4 24.7 
２学期 67.5 51.9 183.9 23.2 
３学期 71.0 51.9 176.2 23.3 
年間平均 年間 68.6 51.2 186.6 23.7 
　 　
計算に使用する
自給率　（%）
国内平均
自給率　（%）
100g 当りカロリー
（kcal）
国産カロリー
（kcal）
月平均
４月 49.3 34.5 232.3 7.3 
５月 51.9 41.3 207.6 8.3 
６月 53.7 42.0 206.7 9.0 
７月 45.4 37.5 219.5 8.1 
９月 46.3 40.9 200.9 8.0 
１０月 49.3 38.1 216.7 8.9 
１１月 52.1 42.0 210.6 8.5 
１２月 48.7 40.6 210.0 9.0 
１月 49.3 39.1 225.1 8.9 
２月 49.4 40.1 209.3 8.7 
３月 52.6 40.8 201.7 8.5 
学期平均
１学期 51.6 39.3 215.5 8.2 
２学期 49.1 40.4 209.6 8.6 
３学期 50.5 40.0 212.1 8.7 
年間平均 年間 49.8 39.7 212.8 8.5 
表 7　パンが主食の場合の自給率の平均等
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図 5　主食がご飯の場合の自給率
図 6　主食が白飯の場合の自給率
図 7　主食がパンの場合の自給率
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ひじき・ごま・醤油といった和風料理によく用い
る伝統的といわれる食材が必ずしも国産とはいえ
ない、大豆を使用する一次加工品の利用は自給率
が下がるなどが指摘されている。しかし、地産地
消の取り組みで、味噌や醤油に地元産大豆を利用
しているＡ町のご飯給食では地場産物の自給率
53.7％、外国産使用率 0％、その他は県内産、国
内産の献立も実施可能であることがわかってい
る。
Ｋ市でもパンの献立に使用されることの多いケ
チャップや多くの香辛料は外国産や国産とのブレ
ンドである。市内統一献立ということもあるが、
文部科学省の「幼児、児童または生徒１人１回あ
たりの学校給食摂取基準」6）に基づき作成された
献立は、当然ながら年間を通して自給率もほぼ一
定である。やはりパンの献立では地場産物利用の
工夫は出来ても外国産物の増加は避けられないと
考えられる。主食形態別に年間平均の自給率を表
８、図８に示したが、ここからもその様子がよく
わかる。
３．地場産物を使用する割合
３- １．地産地消の流れ
1980 年代より地域生産地域消費「地産地消」
が取り上げられるようになった。つまり地域で生
産されたものを地域で利用しようということであ
るが、言い変えれば「地域内の食料自給」とも言
えよう。この問題が提起された背景の一つは食料
自給率の低下であるが、食品の安全・安心に関わ
る問題が多く起こり生産者と消費者との距離が近
いことの重要性、メリットが社会的に認識された
と考えられる。わたしたちが食べる食物の役割の
第一の意義は生命維持である。それにはまず何よ
りも安全性が優先される。生産性や合理性、利潤
の追求の中にある食物消費の在り方の矛盾が問題
となって表出してきたと考えられ、イタリアの「ス
ローフード」運動や韓国の「身土不二」など世界
各国で同様な問題が提唱されている。
図 8　主食形態別の年間平均自給率
計算に使用する
自給率
国内平均自給率 100g 当りカロリー 国産カロリー
年平均 60.8 46.7 198.4 17.2 
飯平均 68.2 51.5 185.9 23.6 
白飯平均 68.6 51.2 186.6 23.7 
パン平均 49.8 39.7 212.8 8.5 
表 8　主食形態別の年平均自給率
242
北陸学院大学・北陸学院大学短期大学部研究紀要　第４号
食育基本法の施行を受けて食育推進会議により
2006 年～ 2010 年の 5 年間の食育推進基本計画２）
が策定された。その基本的施策の中の食育推進に
あたっての目標に関する事項は 9項目が掲げられ
ている。これらには具体的な目標値が示され、学
校給食における地場産物を使用する割合（食材数
ベース）を現状 2004 年の全国平均 21％から 2010
年には 30％にすることを目指していたが、到達
に至らなかったため、2011 年～ 2015 年の 5 年間
の第 2 次食育推進基本計画 3）も現状値 26.1％か
ら目標値 30％以上にすることを目指している。
３- ２. 学校給食における地場産物の利用状況
学校給食で利用される食材は、単に給食として
の役割が期待されるばかりでなく、児童が教科で
学んだ内容を、給食を食べるという行為を通して
体感し、それを家庭や保護者へ伝えるという役割、
つまり「生きた教材」としての役割を持つ。これ
を考える時、地場の産物の利用は直接的な理解・
体験の学習－実物を見る、実物に触れる、生産者
に直接話を聞く等－に果たす役割が極めて大きい
といえる。
文部科学省が発表している学校給食における地
場産物活用状況の全国平均の推移 8）は次のよう
である。（表９）平成 21 年度は前年度比 2.7 ポイ
ント上昇している。が、平成 21 年度は都道府県
別の活用状況が公表されていないので、平成 20
年度の資料 8）だが食育推進計画での平成 22 年の
目標 30％に届いているのは 13 道県で平成 19 年
度の 14 道県より１県減少しており、目標達成は
簡単ではない事が推察される。（表１０）
表１１には石川県とＫ市の学校給食の地場産物
の活用状況の推移 9）を示した。北陸農政局管内
表 9　学校給食における地場産物活用の推移
平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19 年度 平成 20 年度 平成 21年度
21.2％ 23.7％ 22.4％ 23.3％ 23.4％ 26.1％
表 10　学校給食における地場産物活用率（平成 20 年度　都道府県別）
３０％超
北海道、茨城、新潟、長野、鳥取、岡山、愛媛、高知、佐賀、長崎、熊本、
大分、宮崎の１３道県。
２０～３０％
青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島、栃木、群馬、千葉、富山、石川、福井、
岐阜、静岡、愛知、三重、滋賀、京都、兵庫、和歌山、島根、広島、山口、
徳島、香川、鹿児島、沖縄。の 27府県
２０％未満
埼玉、東京、神奈川、山梨、大阪、奈良、福岡、の７都府県
表 11　石川県と Ｋ市の学校給食における地場産物活用の推移
平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19 年度 平成 20 年度 平成 21年度
石川県＊ 18.5% 21.3% 17.1% 17.2% 24.8% ―
Ｋ市＊＊ 12.2% 12.5% 10.9% 17.9% 23.3% 31.4%
（％）
米 イモ類 豆類 野菜類 果実類 肉類 鶏卵 牛乳類 魚介類
全国 96 72 30 79 37 8 11 30 62
北陸 4県 292 28 53 52 18 3 15 11 49
新潟 376 31 60 75 22 5 22 14 27
富山 278 14 88 21 18 2 11 8 64
石川 166 32 24 45 17 2 10 11 90
福井 244 29 28 35 6 1 5 6 37
表 12　北陸４県の品目別食料自給率（重量ベース）
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の４県の平成 20 年度の食料自給率 10）は４県平均
が 79％と全国平均の 41％を大きく上回るが、県
別では新潟県が 99％、富山県 76％、福井県 66％
に対して石川県は 49％である。その内訳を表
１２に示した。魚介類は 90％と他県より大きい
ものの、その他の食品類は軒並み低い値である。
そのような状況の中での、学校給食の地場産物活
用は食育推進を意図して生産者、流通加工業者、
行政や学校給食関係者等が情報を密接に交換して
利用拡大を進める具体的な方法を実践することが
必要である。また、市場価格と学校給食で利用で
きる価格の検討や、市場の流通方法にとらわれな
い流通の在り方の検討も必要と考えられる。
さて、金沢市に隣接するＨ市は 2009 年に石川
県内唯一の地産地消課を設置し、積極的に学校給
食に地元産食材の利用を推し進めてきた。11）利
用拡大を進めるために実践された具体的な方法は
次のようである。
①学校給食地元産食材導入検討会の実施
②地元協力農家の発掘
③地産地消ガイドの活用（市内全小学校５年生に
配布）
④生産農家による交流給食会の実施
⑤地元産大根を使用したおでん月間（10 月）の
実施
⑥学校栄養士による地元産の旬の食材を使用した
給食献立の実施や食材納入業者等への協力依頼
など
その結果、地元農産物の導入が大幅に伸びた。
（図９, １０）米については昭和 63 年から地元産
コシヒカリの導入を始めており、現在は市内全域
の学校給食で使用している。野菜等については地
元協力農家の発掘、またＪＡの協力を得て学校給
食で年間に使用する品目数、約 80 品目の 5 割程
図 9　地元農産物の導入実績（野菜等の品目数）
図 10　地元農産物の導入実績（野菜等の重量）
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度の 43 品目の利用まで伸びている。品目数は地
域の特性もあるので、今後の大きな伸びは期待で
きないと考えられるが、重量ベースの伸びを推進
する計画がなされている。
この取組み例から学校給食の地場産物の活用は
食育推進を意図して幅広い分野の関係者が密接に
交流、情報交換をすることで利用の拡大を図れば
確実な効果が期待できると考えられる。
Ⅳ . まとめ
①わが国の食料自給率の変化と急速な低下の原因
を考察した。大きく二つ、一つは国民の食物消
費の内容が変化したこと、二つには穀物等の生
産体制の規模が諸外国に比べ小さいことが考え
られた。
②食料自給率向上のためにどのようなことが考え
られるか検討した。その結果、外食チェーン
店等食品産業の農産物利用の国内産利用の拡大
や、有効な食育実践の効果として自給率向上の
可能性が考えられた。
③Ｋ市の平成 21 年度学校給食献立の内容と食物
摂取量について調べ、特徴を検討した。当地方
の食文化の影響が伺える内容であった。
④献立内容を農林水産省提供の料理自給率計算ソ
フトで自給率を算出した結果、学校給食献立
の自給率は 60.8％と国内平均自給率 46.7％を約
14 ポイント上回った。主食形態別の自給率で
はご飯が主食の場合 68.2％、パンが主食の場合
49.8％とその差は約 18 ポイントであった。
⑤地産地消についてその運動の根拠となるところ
をまとめ、学校給食での地場産物の利用状況と
拡大への方途を探った。その結果、食育推進を
意図した積極的な取り組みが求められること、
自給率アップには、品目数での取組みと重量
ベースでの取組みの両面が必要であると考えら
れた。
食料自給の面から学校給食を検討したが、国民
の健康の根幹をなす「食育」の実践の場として学
校給食の果たす役割は大きい。「何を、どれだけ、
どのように食べるか」が重要であるように、「食
物をどのように獲得するか」ということも極めて
重要な課題である。ここに食料自給や地産地消と
の関わりがある。そのためには食育推進を意図し
て生産者、流通加工業者、行政や学校給食関係者
等が情報交換を密接に行い、幅広く、具体的に利
用拡大を進めることが重要である。さらに、価格
面の検討や生産・流通の在り方なども、従来の枠
にとらわれない柔軟な検討が必要な時代に入って
いると考えられた。
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